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はないか。”Cool Head but Warm Heart”の
原則で考えれば、統計的差別を行う企業へ
の倫理的な批判や人事政策への禁止より
も、「企業が差別をしなくても良いような
労働市場」を作るためにはどうしたらいい
かと、こういうふうに考えるわけです。
男女間賃金格差の主因は、山口先生が
おっしゃったように、勤続年数の差が非常
に大きいと。ただ、これを国際比較します
と、日本の女性の勤続年数は、そんなに海
外と違わない。違うのは男性の勤続年数の
長さが突出している。従って、日本の男女
間の勤続年数の大きな格差が、管理職比率
の差や、あるいは賃金格差につながる。管
理職になるかどうかがまさに賃金格差の大
きな要因ですが、管理職になるかどうかは
単なる勤続年数じゃなくて、統計的差別と
結びついた形のヒューマンキャピタルの違
いになってくるわけです。
政府は、一生懸命に、女性の平均勤続年
数を男性並みに伸ばそうとしている。しか
しそれは、山口先生も言われたみたいに、
統計的差別があるときにはあまり効果はな
い。むしろ男性の勤続年数を女性並みに下
げていく。逆に言うと、もっと雇用流動化
させると、結果的に男女の勤続年数差は縮
まって外国と同じようになるのではないか。
その意味で昔、キング牧師が「アメリカ
には黒人問題というものはない、あるのは
白人問題だ」と言ったことがありますが、
同じように、日本の男女間賃金格差は、女
性問題ではなくて男性の働き方に問題があ
る」と考えるべきじゃないだろうか。現在、
日本の男女間賃金格差は、かつては60％
だったのが、今73％にまで縮小していま
すが、これは山口先生がおっしゃったよう
に、男性の賃金が停滞しているなかで、女
性の賃金が上がってきている。この傾向を
いかに促進させるかというのが大きな課題
だと思います。
最後に統計的差別を抑制するために、主
要な経済学の観点から見た対策というの
は、やはり人事部のもつ巨大な人事権を縮
小させることではないか。雇用保障の代償
としての無限定な働き方というのが望まし
いと企業も労働組合も考えているわけです
が、それは間違っているわけで、多様な働
き方を併存させる。ある意味で私はコース
別人事を禁止するのではなく、むしろ男女
共に、地域・職務限定正社員という働き方
を、法律的にきちんと整備することが大事
だと考えており、これは規制改革会議のひ
とつの方針ともなっています。
また、同一労働、同一賃金の明確な法制
化ということで、先ほど浅倉先生の言われ
た包括的な差別禁止ということと同じこと
ですが、具体的には「企業に対して差別を
していないこと」の立証責任を課すと。
これはアメリカでもヨーロッパでも、労
働者が自分の賃金が他の人よりも低いのは
差別されているからだという訴えは山ほど
あるわけです。それに対して企業は、き
ちっとした人事記録を見せて、あなたの賃
金が低いのは仕事能力が低いからだ、とい
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うことを立証する責任があるわけです。
今回の同一労働、同一賃金の法制化で
も、それが鍵だったわけですけども、最後
では見事に落ちてしまいました。差別をし
ているか、していないかの立証責任は、企
業と労働者がお互いに裁判で言え、という
ようなことが働き方改革の方に書いてあり
ますが、それは無責任です。公害の場合で
も、公害対策基本法ができて、患者団体が
工場が汚染水を出していることを立証する
のではなく、逆に工場側に公害を出してい
ないことを立証する責任を転嫁したことで
大きく前進した。同じようにこの企業側の
差別をしていないことの立証責任というの
が鍵で、あと一歩まで行ったのですが、最
後に各方面の抵抗でこれができなかった。
最後に、やはり流動性の高い労働市場を
作っていくと。これに対して組合は首切り
自由だということを言うのですが、しか
しこれは山口先生も先ほど言われたよう
に、辞める自由というのを、辞めても損を
しないような流動的な労働市場に男性も女
性もしていく。そのためには解雇の金銭解
決ルール、これはヨーロッパでもどこでも
あるルールですが、日本だけはまだ全くで
きていない。雇用の流動化を進めることに
よって退出オプションを拡大させる。それ
により中途採用機会を拡大させることに
よって男性も女性の雇用も共に流動化する
ということが、結果的に男女格差を縮める
大きな要因ではないかということです。
ちなみに日本で女性の管理職比率が相対
的に高い企業というのは外資系企業であっ
て、ここはもう男女の別なくこき使います
ので、男性も流動性が高い。従って結果的
に男女の管理職比率の差が小さいというこ
とです。企業の社会的責任で女性の管理職
比率を上げるというのではなく、企業が自
らの利益を追求するために女性の管理職比
率を上げるべきである。そのためには、男
女共に雇用の流動性を高めるということ
が、実は一番サスティナブルな男女不平等
の是正に役立つのではないかというふうに
考えております。ありがとうございました。
パネルディスカッション
坂東　それでは貴重な時間ですので、どう
でしょうか。まず山口さんから 3 人の方た
ちのコメントに対して、どのように思われ
たかということを冒頭に話していただく。
あるいはご自分の本の一部分のさわりの部
分は紹介していただいたのですけど、実
はこういうことももっと考えているんだ、
言っているんだということを紹介していた
だいてもよろしゅうございますか。
山口　皆さまからご専門に基づいていろい
ろな発言があったので、私としてはどうつ
なげるか、みたいなところからお話してい
きたいと思います。
大沢先生のお話ですけれども、日本の企
業は会社完結型だと、クローズシステムと
いうふうにおっしゃり、また安心と信頼の
区別が大切という社会心理学者の説のご紹
介がありましたが、そのときに具体的に名
前はおっしゃらなかったですが、山岸俊男
さんという先ほどお亡くなりになった私の
友人の、文化功労者でもあった社会心理学
者が、「安心社会」と「信頼社会」という区
別をしたんですね。
安心社会というのは、セーフティーネッ
トがあるから安心というのではなく、長期
的な利害関係を持った人間関係の中に、市
場取引の基盤を、労働市場であっても商品
市場であっても、置くことで、いわゆる
「囚人のジ㆑ンマ」を解消できるので安心
な社会という意味です。つまり囚人のジ㆑
ンマ状況でも、長期的関係により、取引相
34
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手への裏切りにより短期的利益を上げにく
い状況が生まれる。またその意味で人から
だまされることが少ないような社会が安心
社会です。それに対して信頼社会というの
は、短期的な関係でも信頼関係を作り上げ
られる社会です。安心社会は、長期的な関
係を基にするので、短期的な関係の人たち
をむしろ、軽視したり、排除したりしてし
まうわけですね。
それがある意味女性差別にも結びついて
いる。つまり女性が育児離職などをするの
で短期的にしか勤めないというふうな前提
を置くと、男性中心になってくる。つまり
安心社会の論理の中にはそういった、あく
まで長期的にコミットメントをするものだ
けを中心にやっていこうという、そういっ
た論理があるわけです。それは大沢先生が
おっしゃったように、実は長期的関係の外
の他者に対する不信感と結びついている。
日本は非常にホワイトカラーの仕事のプ
ロセス・イノベーションが遅れている。ホ
ワイトカラー革命と言いますが、要するに
ITが入ってきたときに、他の国ではすごく
ホワイトカラーの生産性が上がったのに、
日本は上がらなかったということの一つの
理由は、外からの知識を積極的に取り入れ
られるような仕組みが日本企業にないこと
です。
例えばモジュール化と言いますけども、
アメリカでは、ある程度技術利用の標準化
を共有することで、他社が開発したいろい
ろな IT技術どこの企業でも使えるように
しているわけです。ところが日本はそう
いったものも全て内部制度化してしまっ
て、自社でしか取り扱えないようにしてし
まう。それは外に対する不信があって、自
分たちの技術が盗まれるのではないかとい
うようなリスクに対する関心のほうが、新
しい外のものを取り入れてイノノベーショ
ンを行うという姿勢よりもずっと強いから
です。
そのために日本企業はホワイトカラー職
での IT技術の導入が非常に遅れてしまっ
て、ホワイトカラー革命が起こらなかっ
た。最近、AIに関しても同じようなことが
起こっていて、非常にプロテクティブ（防
衛的）になっている。その話と、多様な人
材を使えない、外国人を使えない、女性を
使えないというのも、全く根っこのとこで
は同じ問題があるということです。ここで
話を八代先生のお話につなげるのですが、
八代先生は、女性差別は外部不経済の問題
というふうにおっしゃいましたけども、私
はそれも確かに強調はしているのですが、
もっと大きなことは、やはり女性差別の経
済的不合理があると思います。
その不合理は機会コスト、機会費用とも
言いますけれども、ここでは優秀な女性や
外部の人材を活用できないこと、短期的に
しかコミットメントできない人の人材活用
ができないことで、多くの実は非常に有能
な人たちの生産性に対する潜在的貢献を活
用していないことになる。これは外国人で
あっても女性であっても同様で、その結
果、一生涯「会社に骨を埋めるんだ」みたい
な人しか大事にしない、そういった人しか
人材活用できない状況が続き、労働生産性
も伸び悩んでいる。その根拠として、実際
に女性を活用するような企業というのは、
つまりGEO方針を持っている、つまり性
別に関わらず人材活用に努めているという
企業は、実際に生産性が上がっているとい
うことを示しました。　これは外部不経済
ではなくて、内部で経済性がない、合理性
がない女性差別を企業はしているという主
張を私はしているわけです。ですから、そ
こをやはり考えていただかないと、単に企
業の女性への偏見が問題だと言っているの
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ではなく、実際に偏見や女性に対して差別
的な取り扱いが生産性も下げているという
のは、これは外部不経済だけの問題ではな
くて、企業にとっても不合理だという主張
をしているということを強調したいと思い
ます。
ただし八代先生の結論の部分の、今後の
改革については賛成部分が多く、先生 3 点
挙げらおられますが、雇用保障の代償に広
範な人事権の制約がありそこを変え、その
ため限定正社員の法制化を進めるというよ
うなことは賛成です。また「同一労働、同
一賃金」の法制化というのは、私は実はあ
まり賛成していないのは、人は同じ労働、
同一労働をどう測るかというところで、も
し同一職を同一労働とみて、それを同一賃
金とするとなったら、個人の仕事の質の向
上のインセンティブがなくなってしまうと
思います。　いい仕事をする人も、それほ
どいい仕事ができない人も、仕事が同じな
ら同一賃金だというのはおかしいというよ
うな気持ちがありまして、なかなかそれに
は賛成できない。なおかつ日本における男
女格差は、同一労働同一賃金がない以上
に、同一職に対する男女の機会の平等がな
い、男女の職の分離が大きいと、そこを強
調しているので、同一労働同一賃金だけで
は問題は解決しないのです。ただし、企業
に差別がないことの立証責任があるという
のはまさにそのとおりだというふうに思い
ます。
それから流動性の高い労働市場を妨げる
制度改革。つまり労働市場に流動性を高め
ることは私も賛成です。ただしデンマーク
が行ったように、つまり本当に外部市場と
いうのがうまくいくためには、何らかの形
で、デンマークのフ㆑キシキュリティの考
えがそうですけれども、企業が雇用を保障
しないけれども、市場全体としてある程度
雇用保障できる。つまり転職コストみたい
なものが非常に大きくならないような、自
発的な転職者はもともとあまりコスト払っ
ていないのですが、非自発的な転職が大き
なコストに結びつきにくいような社会を、
市場を作っていかなければならないという
ふうに考えています。
最後に浅倉先生のご報告に関してです
が、「ケア㆑ス」という言葉は誤解を生みや
すいと思うのです。「不注意な」みたいな語
感がどうしても英語感覚ではしてしまうの
で。ただおっしゃりたいことは非常によく
分かりました。何かうまい言葉がないかな
と思って考えたのですが、ケア・イグゼン
プト、つまりケアから免除されているとい
うような、そういう感じかなと。
ですが、イグゼンプトと言うと権利みた
いに感じるから、権利じゃないので、これ
は制度的にそういうふうな男女の分業を
社会が押しつけているという感じですか
ら、この表現も少しニュアンス的には近い
けど正確ではなくうまい言葉は見つかりま 
せん。
さまざまな形での差別の包括的な禁止を
推進していくということに対しては賛成で
す。ただ、特に今回は議論になりませんで
したけども、ジェンダーの問題として今ま
では二つの研究グループがあり、ジェン
ダーとファミリー、家族問題、ワークライ
フバランスとかそういった問題を研究する
人たちと、ジェンダーとセクシャリティと
呼んでいるのですが、性暴力とかハラスメ
ントを研究している人たちというのは、か
なり分かれていたのです、アメリカでも。
しかし、最近は職場におけるハラスメント
が経済的な女性の活躍の推進にも非常にマ
イナスになってきているという認識が高
まってきたので、この二つのグループがあ
る程度つながってくるというような状況が
36
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アメリカにも起こっているし、日本でもそ
ういった意識の人たちがだんだん生まれて
きた。
最近、財務省のセクシュアル・ハラスメ
ントの問題が非常に大きく報道されました
けども、こういったことも、事例はたくさ
んあるのですが、きちんとした実証研究み
たいなものがまだ少ない。定義的にも非常
に難しいところがあり、どう定義したらみ
んなの納得がいくのか、という合意も未だ
できていない。そこが非常に難しいのです
が、こういった問題は今後説得力のある実
証結果を学者が出していかなければならな
いと感じております。
それから生活時間の問題。これはワーク
ライフバランスの研究のときから私はずっ
と関心を持ってきたわけですが、例えばア
メリカの場合、浅倉先生は時間外労働の
「時間清算原則」というふうにおっしゃい
ましたけれども、時間外労働に関わらず、
未消化の有給休暇を雇い主が賃金で支払う
ことは、アメリカでは国家公務員に対して
国は法的に義務付けられています。民間企
業に関しても、カリフォルニアでは同様な
義務が州法で定めています。実際はホワイ
トカラーイグゼンプションが適用されて、
残業代は払わされない人たち、つまり残業
してもそれに対して報酬がない人たちで
も、有給休暇に関しては未消化分は企業が
賃金を払わなければならない。それも高い
㆑ートでです。
ですから、例えば、年間 3 週間のバケー
ションを取っていいというふうになってい
て、雇用者がそれを取らないとその分は高
い㆑ートで企業は払わざるを得ないという
ことが起こる。だから企業は雇用者の有給
休暇の完全消化をむしろ強く望むわけです。
これは残業とは別の問題ですけれども、
そういった形で金銭で還元するということ
をせず例えば最近問題になった高度プロ
フェショナルのようにまるっきり残業を無
償にしてしまうというのでは、日本の場合
には、先ほども言いましたように、雇用者
に退出オプションがないため企業との交渉
力がないものですから、実際には残業代が
なくなれば、労働者は残業したくないとい
うインセンティブが働くのですけれども、
なかなかそれは実現できないというような
パネルディスカッション
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問題が起こります。もちろん私はそれは、
ある程度は残業を拒否しない労働者自身の
問題でもあるとは思うのですが。
正規雇用のように雇用が守られている場
合には、やはり自分でもってある程度自己
主張していかないと、権利というのは保持
できない。自分は弱い立場だからというの
で、制度をそのまま受け入れていると、な
かなか新しい制度の中で自分たちを生かす
ことができないという問題がないとは言え
ないのですけれども、先ほど言った有給休
暇の未消化分を賃金で支払うというような
義務の制度化もあるのではないかというふ
うに考えました。以上です。
坂東　ありがとうございました。本当にそ
れぞれの論者に対する山口さんのご意見
に、さらにそれぞれのパネリストの方か
ら、私はこういうことを再度プラスしたい
ということがないでしょうか。大沢先生、
お願いします。
大沢　タイプ 2 型の専門職の低賃金に関
して、紹介したい研究結果があります。タ
イプ 2 型、つまり大学教員・医師・歯科医師
を除く「ヒューマンサービス系専門職」の
中でも「教育・養育」ですから、幼稚園教諭
と保育士の低賃金です。事実として低賃金
であることは知られていますが、要因とし
ては若年の間の短期勤続なので低いという
ような理解があり、それ以上に立ち入った
分析が今までどれだけあったでしょうか。
実際にはブラックボックスになっていたと
思います。
岩波書店の月刊誌『世界』の2018年 2 月
号に、東京23区内の私立保育園の財務諸
表を情報公開請求して分析した論文が出て
いました。私はこの論文を呼んで、愕然と
しました。現在とにかく保育士さんは、鐘
や太鼓をたたいて探したいほど人手不足に
なっているにも関わらず、賃金は目覚まし
く上がってはいないわけです。そこに自治
体から処遇改善のための補助金まで出てい
ます。
ところが、実態はどうなっているのか。23
区の私立保育園では系列園なども珍しくな
く、社会福祉法人なら系列に老人ホームや
デイケアサービスもありえます。保育園へ
の委託費を介護施設の赤字補填に回すよう
な流用も考えられるわけです。この論文が
暴き出したのは、自治体が出している委託
費や保育士の待遇改善のための補助金が、
理事長や事務長の給料に取られてしまった
り、保育所外の施設に流れたりしていると
いうことなのです。東京都の補助金には保
育士の処遇改善費を他に流用させない規制
があるようですが、他の自治体はしていな
い、東京都もどこまで追及しているのかと、
考えさせられる論文です。財政赤字だから
できないと言う前に、ケア労働もそうなの
ですが、学者が究明するべきことはもっと
もっとあると感じているところです。
保育士の賃金は、自然に低いわけじゃな
いんですね。若年短期の勤続だから低くて
当然という以上は、ブラックボックスに
なっていた。そこに挑戦した研究が出て
きて、これが残念ながら研究者ではなく、
ジャーナリストが自分でこつこつと情報公
開請求して分析した成果なんです。こう
いった研究がもっと行われなければいけな
いと思います。山口さんの論点への一つの
補足情報になるかと思います。
坂東　とても興味がありますけれども、保
育士の他に、例えば管理栄養士、それから
福祉関係。じゃあ心理もそうじゃないかと
思うのですけれども、比較的対人サービス
の分野について、どうなっているかという
正確な情報はあるのでしょうか。
大沢　連結決算などになっていたりする
と、ブラックボックス化している側面はあ
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るのではないかと、考えさせられました。
坂東　一般的な統計ではなしに、むしろ個
別の企業の財務諸表を分析するというよう
なアプローチが必要なのかもしれません
ね。ありがとうございました。
浅倉　山口先生、ありがとうございまし
た。ハラスメントについて指摘されたこと
に、私も賛成です。今まで雇用差別禁止と
いうと、「雇用における不利益処遇」を禁止
するものでしたが、同時に、さまざまな暴
力に通じるハラスメントを禁止する方策が
必要だと思います。それは、差別禁止事由
ごとに必要です。例えば障害差別を禁止す
る場合には障害に関わるハラスメントも禁
止する、性差別を禁止する場合には性に関
わるハラスメントを禁止する、ということ
です。「雇用における不利益処遇」のみな
らず、個人の尊厳を侵害する言動そのもの
を、禁止していく法制度が必要と考えてい
ます。
ようやく今、ILOで、ハラスメントと暴
力を職場で禁止する条約が議論されていま
す。日本では、セクシュアル・ハラスメン
ト、マタニティ ・ーハラスメント、パワ ・ー
ハラスメントなどの類型化がされています
が、今のところ法制度上何らかの規制をし
ているのはセクシュアル・ハラスメントと
マタニティ・ハラスメントのみです。私は、
包括的にあらゆるハラスメントを総合的に
禁止する法制度が必要ではないかと思って
います。
とくに均等法では、今のところ、ハラス
メント防止に関する事業主の措置義務を定
めているだけです。これは「事業主はこれ
これの措置をしなければいけない」と定め
ているだけですね。「全ての人はハラスメ
ントをしてはいけない」という禁止規定に
はなっていない。したがって、もっと包括
的な尊厳を侵害するような言動を禁止する
という意味での法制度が必要だと考えてい
ます。
それから生活時間に関するコメントにつ
いては、お金なのかそれとも時間で返すの
か、その二者択一ではなく、もう少し包
括的な選択肢を設けたほうがいいとおっ
しゃった理解します。これについては、よ
く考えていきたいと思います。
八代先生のご意見については、これまで
統計的差別に関する八代先生のお考えにつ
いて誤解していたこともあったのかと思っ
た部分がありました。今日のご意見には賛
成できる部分もある、と考えております。
多様な働き方について、男性の働き方に問
題があるというところは私も共感するので
すが、男性の働き方を変えていくときに、
「多様な働き方を選択できる」ということ
でよいのかは、疑問もあります。本当に選
択できるようにするためには、どんな働き
方を選んでも、不合理な格差をまずは是正
できる制度でないと意味がない。ある働き
方を選択した人が不合理に不利益を被ると
いうのが現状ですので、選択が先か不合理
性の改革が先かと問われれば、やはり、不
合理な格差是正という方をまずはしっかり
実現しなければならないと思います。
同一労働・同一賃金に関する立証責任の
転換については、非正規に関しても、性差
別に関しても、必要な政策として、おおい
に賛成したいと考えます。
解雇の金銭解決についてのご意見は、賛
成しかねるところです。解雇の金銭解決
ルールの法制化が、労働者が選択できる制
度であるなら問題がないのですけれど、今
の議論というのはどうしても、解雇が違法
であっても企業が金銭解決できるという発
想で議論されているのではないかと思いま
す。むしろ違法な解雇について労働者が金
銭解決を選択できる制度としてであれば、
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私も賛成したいと考えます。以上です。
坂東　ありがとうございました。するとや
はり順番で、最後は八代さん。
八代　ありがとうございました。山口先生
は、「外部不経済というのは生ぬるい。企
業がとにかく合理的でないことをやってい
るから、それを直接規制しなければいけな
い」といわれます。しかし、今大事なのは統
計的差別の問題ですから、政府が企業の人
事政策を全部チェックして、本当にこの人
をここに配置しているのが平等かどうかを
見ないとそれはできないわけで、それは市
場経済の否定になってしまう。だから私は、
政府が企業の人事管理にそこまで介入しな
くても、自発的にやれるようにするために
はどうしたらいいかという考え方です。
ですから、企業がいつまでも統計的差別
のような行動を続けると、利益を失うよう
な状況を作らないといけないわけで、その
ためには、政府が最低限の介入をしなきゃ
いけないというのが、外部不経済の考え方
で。具体的な規制のやり方を考えるとき
に、その二つの考え方の違いがあるのか
な、ということです。
具体的には、昔からのVoice or exitとい
うことで、統計的差別をするような企業か
らは労働者がどんどん逃げ出す。特に優秀
な労働者が逃げ出すことによって、その企
業がそれを変えざるを得ないというような
競争的な流動的な市場を作る、というのが
一つの考え方だと思います。それから同一
労働・同一賃金というのは、同一労働の質を
考慮していないとおっしゃるわけですが、
それは定義次第です。例えばトラック運転
手のような、どう見ても同一労働の職種で
も、正規と非正規では大きな差があり、先
日も最高裁が、非正規の運転手にはボーナ
ス払わなくてもいいということが確立した
わけで、その程度の段階なわけです。
それから、同一労働・同一賃金でも質を
考慮した賃金交渉は可能です。日本では、
トラックの運転手も大学教員も年功賃金に
なっています。これは、できるだけ研究面
は研究成果で、授業の方はいろんな形の
評価でやっていって、それで質の高い授業
をする人にはその上積みをする。その上積
みの度合いについて、労働者がおかしいと
言ったときは企業が立証責任を持つという
組み合わせが広い意味の同一労働、同一賃
金じゃないかというような意味であります。
それから、私はよく血も涙もないという
ふうに言われているのですが、浅倉先生が
見直したということではありがとうござい
ます。解雇の金銭解決でおっしゃったよう
に、労働者側から申し出るのは構わない。
しかし企業側からは駄目だということです
が、現に企業側にそれを禁止したら何が起
こるかということです。現に起こっている
ことですが、定年退職まで待って一斉に解
雇するのです。結局、仕事能力が低いと思
われる人を、摩擦なく解雇する唯一の機会
が定年退職時になる。しかし、これは多く
の先進国では「年齢による差別」と見なさ
れています。この定年制をなくすためには、
年功カーブをできるだけフラットにすると
同時に、企業から見て辞めてほしい労働者
には、しかるべき金銭補償をして辞めても
らうというルールを作ることが大きな前提
になります。日本でも希望退職制度はあり
ますが、それに応じてもらえない人に対し
てどうするかという問題があって、これは
ヨーロッパではきちっと裁判所が一定の勤
続年数に応じた補償金制度を持っていて、
その枠の中で裁判官が個々の事情に判断し
て、増やしたり減らしたりするわけです。
それから、ドイツの労働金庫の考え方も
もっともで、どうしても残業しなきゃいけ
ないときは、その分を有給休暇に加える。
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ただこれは、日本では、まさに残業代ゼロ
法案になるわけで、残業代至上主義の日本
では受け入れられないでしょう。今回の働
き方改革が成立したときに、野党は付帯決
議案を出しているのですが、その中で「生
活残業を守れ」ということを言っているわ
けでして、労働時間短縮よりも残業代とい
う発想は非常に根強いわけです。
まさに労働組合の中では、中高年の残業
代が欲しい人の意見が強く出て、若い人や
お金よりも生活時間を大切にしたいという
人の意見が抑制されているわけで、こうい
＊当日使用した資料等は女性文化研究所ホームページで公開しています。
http://content.swu.ac.jp/jyobunken-blog/
う労働間の利害対立をどう解決するかとい
うことも、働き方の男女不平等と関連する
課題ではないかと思います。
坂東　ありがとうございます。本当に皆さ
んもこのお話を聞いていると、もっと、で
も私はこう思う、ここはどうなのって聞き
たいことがいっぱいふつふつとわき上がっ
ていらしたのではないかと思いますが、残
念ながら所定の時間になってしまいまし
た。もう一言聞きたい方々は、この後の受
賞記念㆑セプションに是非ご参加くださ
い。本日はありがとうございました。
前列左から、八代尚宏氏、浅倉むつ子氏、大沢真理氏、山口一男氏、武川恵子氏、坂東眞理子氏、 
後列左から、粕谷美砂子氏、伊藤純氏、志摩園子氏、金子朝子氏、森ます美氏、掛川典子氏
